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各項目の計数は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計や差引等が

一致しない場合があります。 
 



 

令和７年度 一般会計決算見込について 
 
１ 総 括 

 
 
 
 
 

※実質収支：当該年度の歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越す財源を除いた、いわゆる剰余金。 

 

○歳入総額、歳出総額ともに、令和６年度に続き２年連続で増加した。 
 
○歳入においては、地方特例交付金や繰入金が減少した一方で、定額減税の終了や賃金上昇等による

個人県民税の増、企業収益の好調による法人二税の増、物価高騰の影響による地方消費税の増など

により、県税収入が増加し過去最高となったほか、地域医療介護の総合的な確保の促進や物価高騰

の対策に係る国庫支出金が増加したことなどから、全体では増加となっている。 
 
○歳出においては、基金積立金の減により総務費が減少したほか、施設整備関連の事業費の減により

農林水産業費や警察費が減少した一方で、社会保障関係経費の増により衛生費及び民生費が増加し

たことや、地方消費税の増収に連動した市町村への交付金や都道府県間の清算金の増により諸支出

金が増加したことなどから、全体では増加となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

歳 入 総 額   ９,７９６億円 （Ｒ６ ９,４９７億円） 

歳 出 総 額   ９,６４４億円 （Ｒ６ ９,３５７億円） 

実 質 収 支      ５４億円 （Ｒ６    ６６億円） 

＜主な指標等＞ 

○経常収支比率          ９３.３％（Ｒ６ ９３.８％） 

※経常収支比率：地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対する、人件費、 

扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費の割合で、財政構造の弾力性を判断する指標 

 

○県債発行残高の状況 

 Ｒ７年度末現在高     １兆６,８８３億円（県民１人当たり８７２千円） 

（Ｒ６年度末現在高     １兆７,００９億円（県民１人当たり８７２千円）） 

 

うち臨時財政対策債 

Ｒ７年度末現在高    ５,００６億円（県民１人当たり２５９千円） 

（Ｒ６年度末現在高    ５,３８４億円（県民１人当たり２７６千円）） 

うち臨時財政対策債以外 

Ｒ７年度末現在高  １兆１,８７７億円（県民１人当たり６１４千円） 

（Ｒ６年度末現在高  １兆１,６２５億円（県民１人当たり５９６千円）） 

 

○財政調整基金の状況 

 Ｒ７年度末現在高         ３１７億円（県民１人当たり １６千円） 

（Ｒ６年度末現在高         ３０５億円（県民１人当たり １６千円）） 
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２ 歳 入 
 

歳入総額は９,７９６億円で、前年度（９,４９７億円）に比べ２９９億円（３.２％）の増と

なった。 

 

 

(1) 県 税 
・ ２,８７４億円で前年度（２,７１８億円）に比べ、１５６億円（５.７％）の増となった。 

・ これは、定額減税の終了や賃金上昇などによる個人県民税の増のほか、企業収益の好調

による法人二税の増や物価高騰の影響による地方消費税の増などによるものである。 

・ また、徴収率は、前年度から０.１ポイント増の９８.８％となった。 
 

【増の主なもの】 

個人県民税              13.2％   104 億円（  789 →  893 億円） 

法人二税               3.9％   27 億円（  698 →  725 億円） 

地方消費税              4.0％    24 億円（  600 →  624 億円） 

 
 
(2) 地方消費税清算金 
・ １,１１４億円で前年度（１,０３１億円）に比べ、８３億円（８.０％）の増となった。 

・ これは、全国ベースの地方消費税に連動して増収となったものである。 

 

 

(3) 地方特例交付金 
・ １３億円で前年度（７３億円）に比べ、６１億円（８２.４％）の減となった。 

・ これは、国の定額減税による個人県民税の減収分の補てんが減少したことによるもので

ある。 

 

 

(4) 地方交付税 
・ ２,０９４億円で前年度（２,０７２億円）に比べ、２２億円（１.１％）の増となった。 

 

普通交付税               0.9％    18 億円（ 2,035 → 2,053 億円） 

特別交付税              11.1％    4 億円（    37 →    41 億円） 

 
 
(5) 国庫支出金 
・ １,２４８億円で前年度（１,１３８億円）に比べ、１１０億円（９.７％）の増となった。 

・ これは、地域医療介護総合確保基金の原資となる医療介護提供体制改革推進交付金や物

価高騰対策のための交付金などが増となったことによるものである。 

 

【増の主なもの】 

医療介護提供体制改革推進交付金    147.9％   33 億円（    22 →   56 億円） 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 

                                     48.3％    31 億円（    64 →    95 億円） 

災害復旧費国庫負担金          38.0％   12 億円（    32 →   45 億円） 

新しい地方経済・生活環境創生交付金   皆増   12 億円（     0 →   12 億円） 

国勢調査費委託金          7,132.6％   11 億円（   0.2 →    11 億円） 
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【減の主なもの】 

デジタル田園都市国家構想交付金     皆減  ▲23 億円（    23 →     0 億円） 

 
 
(6) 財 産 収 入 
・ ２０億円で前年度（１３億円）に比べ、７億円（５２.２％）の増となった。 

・ これは、土地の売払や基金の運用による収入の増などによるものである。 
 

【増の主なもの】 

土地売払収入             1,119.8％     3 億円（   0.3 →     4 億円） 

基金運用収入             98.4％     3 億円（    3 →    6 億円） 

 

 

(7) 繰 入 金 
・ ２４２億円で前年度（２８５億円）に比べ、４３億円（１４.９％）の減となった。 

・ これは、財政調整基金の取崩などが減少したことによるものである。 
 

【基金繰入金の主なもの】 

財政調整基金            ▲72.2％ ▲126 億円（   175 →   49 億円） 

職員退職手当基金            皆減  ▲42 億円（    42 →     0 億円） 

地域医療介護総合確保基金       146.7％   47 億円（    32 →   79 億円） 

公立小中学校等情報機器整備基金    982.1％   28 億円（     3 →   31 億円） 

土地開発基金               皆増   25 億円（     0 →   25 億円） 

 
 
(8) 県 債 
・ ９０７億円で前年度（８６２億円）に比べ、４５億円（５.２％）の増となった。 

・ これは、災害復旧事業債の増などによるものである。 
 

【増の主なもの】 

災害復旧事業債             150.8％   40 億円（    27 →    67 億円） 

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 18.5％    19 億円（   103 →   122 億円） 

デジタル活用推進事業債          皆増    7 億円（     0 →     7 億円） 

公共施設等適正管理推進事業債     13.5％    7 億円（    53 →    60 億円） 
 

【減の主なもの】 

臨時財政対策債              皆減  ▲34 億円（    34 →     0 億円） 
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３ 歳 出 
 

歳出総額は９,６４４億円で、前年度（９,３５７億円）に比べ、２８８億円（３.１％）の増

となった。 

 

 

(1) 総 務 費 
・ ６３２億円で前年度（７０２億円）に比べ、７０億円（９.９％）の減となった。 

・ これは、基金積立金の減のほか、過年度に受け入れた国庫支出金等の返還金の減などに

よるものである。 
 

【減の主なもの】 

財政調整基金積立金（運用利子除く） ▲48.7％  ▲58 億円（   118 →    60 億円） 

償還金利子及び割引料        ▲60.0％  ▲31 億円（    52 →    21 億円） 

県債管理基金積立金（運用利子除く） ▲44.6％  ▲19 億円（    42 →    23 億円） 
 

【増の主なもの】 

全国健康福祉祭開催事業費      1,372.5％   11 億円（    1 →    12 億円） 

国勢調査費            11,129.9％   10 億円（   0.1 →    10 億円） 

 

 

(2) 民 生 費 
・ １,３２７億円で前年度（１,２１１億円）に比べ、１１５億円（９.５％）の増となった。 

・ これは、土地開発公社からの用地取得費が生じたほか、障害者自立支援給付費負担金な

どが増となったことによるものである。 
 

【増の主なもの】 

県土地開発公社先行取得用地取得事業費   皆増   29 億円（     0 →    29 億円） 

障害者自立支援給付費負担金       15.2％   17 億円（   114 →   131 億円） 

高齢者施設等物価高騰対策交付金    201.5％   11 億円（     6 →    17 億円） 

介護人材確保・職場環境改善等事業費補助金 

                    皆増   10 億円（     0 →    10 億円） 

介護保険事業県負担金          3.2％    9 億円（   272 →   281 億円） 

施設型給付費・地域型保育給付費     13.5％    9 億円（    63 →    71 億円） 

 

 

(3) 衛 生 費 
・ ４２８億円で前年度（３０７億円）に比べ、１２１億円（３９.６％）の増となった。 

・ これは、地域医療介護総合確保基金の積立金が増えるとともに、同基金を活用した事業

費が増となったことなどによるものである。 
 

【増の主なもの】 

地域医療介護総合確保基金積立金（医療分）（運用利子除く） 

                  188.9％   45 億円（   24 →    68 億円） 

医療機関統合再編施設整備費補助金   260.8％   27 億円（    10 →    37 億円） 

病床機能再編支援事業費          皆増   13 億円（     0 →    13 億円） 

病床数適正化支援交付金          皆増    9 億円（     0 →     9 億円） 

医療機関等生産性向上・職場環境整備等支援事業費補助金 

                   皆増   9 億円（     0 →     9 億円） 

医療機関等物価高騰対策交付金      286.6％   8 億円（     3 →   11 億円） 
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(4) 農林水産業費 
・ ４４９億円で前年度（４９１億円）に比べ、４２億円（８.５％）の減となった。 

・ これは、畜産研究所の再編整備事業費や食鳥処理施設整備事業費補助金の減などによる

ものである。 
 

【減の主なもの】 

畜産研究所養豚養鶏研究部再編整備事業費 皆減  ▲23 億円（    23 →    0 億円） 

食鳥処理施設整備事業費補助金     ▲78.7％  ▲6億円（    8 →    2 億円） 

経営体育成基盤整備事業費       ▲15.2％  ▲3億円（    19 →    16 億円） 

県営基幹農道整備事業費           ▲41.0％  ▲3億円（     7 →     4 億円） 

災害関連緊急治山等事業費         皆減   ▲3億円（     3 →     0 億円） 

 

 

(5) 商 工 費 
・ ５４８億円で前年度（５４７億円）に比べ、１億円（０.１％）の増となった。 

・ これは、新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給金などが減となった一方、南海ト

ラフ巨大地震旧鉱物採掘区域防災対策強化事業費補助金などが増となったことによるもの

である。 
 

【増の主なもの】 

南海トラフ巨大地震旧鉱物採掘区域防災対策強化事業費補助金 

                    皆増    7 億円（     0 →     7 億円） 

企業立地促進事業補助金         20.6％    5 億円（    23 →    28 億円） 
 

【減の主なもの】 

新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給金 

                     皆減   ▲7億円（     7 →     0 億円） 

ＬＰガス負担軽減事業費        ▲26.7％   ▲6億円（    22 →    16 億円） 

 
 
(6) 土 木 費 
・ １,１２５億円で前年度（１,１２１億円）に比べ、４億円（０.４％）の増となった。 

・ これは、投資的経費の事業量が増となったことなどによるものである。 
 

【増の主なもの】 

直轄事業負担金（道路）        19.7％   26 億円（   131 →   157 億円） 

道路橋りょう改築費             6.3％   14 億円（   228 →   242 億円） 

ダム建設費               24.1％   10 億円（    40 →    50 億円） 
 

【減の主なもの】 

河川改良費             ▲25.2％  ▲24 億円（    97 →    72 億円） 

道路橋りょう維持費          ▲9.8％  ▲22 億円（   227 →   205 億円） 

 

 

(7) 警 察 費 
・ ４９１億円で前年度（５２０億円）に比べ、２９億円（５.６％）の減となった。 

・ これは、警察署建替に係る警察署庁舎建設費の減などによるものである。 
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【減の主なもの】 

警察署庁舎建設費          ▲76.9％  ▲21 億円（    27 →     6 億円） 

運転免許システム整備費       ▲85.6％  ▲8億円（    10 →     1 億円） 

退職手当              ▲31.6％  ▲7億円（    21 →    14 億円） 
 

【増の主なもの】 

一般職給与費              3.4％   12 億円（   356 →   368 億円） 

 

 

(8) 教 育 費 
・ １,９４５億円で前年度（１,８９０億円）に比べ、５５億円（２.９％）の増となった。 

・ これは、退職者数が減少したことに伴い退職手当が減となった一方、退職手当の平準化

のための基金積立金や給与改定に伴い給与費が増となったことなどによるものである。 
 

【増の主なもの】 

職員退職手当基金積立金（運用利子除く） 皆増   43 億円（     0 →    43 億円） 

教職員給与費              2.7％   36 億円（ 1,332 → 1,368 億円） 

公立小中学校等情報機器整備事業費補助金 

                   972.6％   27 億円（     3 →   30 億円） 

高校生等臨時支援金（私立含む）     皆増   12 億円（   0 →   12 億円） 
 

【減の主なもの】 

教職員退職手当            ▲53.7％   ▲65 億円（   121 →    56 億円） 

 

 

(9) 災害復旧費 
・ １１９億円で前年度（６７億円）に比べ、５２億円（７６.７％）の増となった。 

・ これは、過去に発生した災害に係る復旧経費の増などによるものである。 
 

【増の主なもの】 

直轄災害復旧事業負担金        360.3％   25 億円（     7 →    32 億円） 

道路橋りょう災害復旧費        64.8％     13 億円（    20 →    34 億円） 

災害復旧調査費            331.8％   11 億円（     3 →    14 億円） 

 
 
(10) 公 債 費 
・ １,１２４億円で前年度（１,１１９億円）に比べ、５億円（０.５％）の増となった。 

・ これは、近年の金利上昇に伴う借入利率の上昇によるものである。 

 
 
(11) 諸 支 出 金 
・ １,４２７億円で前年度（１,３５１億円）に比べ、７６億円（５.６％）の増となった。 

・ これは、地方消費税の増収に連動した地方消費税の市町村交付金や清算金支出の増など

によるものである。 
 

【増の主なもの】 

地方消費税市町村交付金         8.0％   42 億円（   520 →   562 億円） 

地方消費税清算金            4.1％   24 億円（   589 →   613 億円） 

株式等譲渡所得割市町村交付金     23.9％      8 億円（    34 →    42 億円） 
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【総　括】

令和６年度
決　算　額

対前年度伸率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ）

979,595,371 949,663,846 29,931,525 3.2%

964,444,204 935,679,823 28,764,381 3.1%

15,151,166 13,984,023 1,167,144 8.3%

9,749,779 7,374,692 2,375,087 32.2%

5,401,387 6,609,331 △ 1,207,944  △ 18.3%

△ 1,207,944 △ 584,061 △ 623,883  △ 106.8%

20,930 △ 6,212,942 6,233,872 100.3%

積立額(財調)

⑧
6,085,731 11,821,489 △ 5,735,757  △ 48.5%

取 り 崩 し

⑨
4,856,858 17,450,370 △ 12,593,512  △ 72.2%

繰 上 償 還

⑩
 

単 年 度 収 支

⑥ （ 再 掲 ）
△ 1,207,944 △ 584,061 △ 623,883  △ 106.8%

※⑥単年度収支＝当該年度実質収支－前年度実質収支

歳 出 総 額

②

差 引 額

③ （ ① － ② ）

翌年度繰越財源

④

実 質 収 支 額

⑤ （ ③ － ④ ）

単 年 度 収 支

⑥

実質単年度収支
⑦（⑥+⑧-⑨+⑩）

令和７年度　一般会計決算見込額（資料編）

（単位：千円）

 区    　分

令和７年度
決算見込額

差引(A)-(B)

歳 入 総 額

①
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【歳　入】

差　引

(Ａ)－(Ｂ)

% % % %

１ 県 税 287,409,965 29.3 105.7 271,788,328 28.6 102.9 15,621,636

２
地 方 消 費 税
清 算 金

111,422,336 11.4 108.0 103,143,230 10.9 104.0 8,279,106

３ 地 方 譲 与 税 47,508,146 4.8 102.9 46,175,251 4.9 113.0 1,332,895

４ 地方特例交付金 1,294,481 0.1 17.6 7,346,451 0.8 511.1 △ 6,051,970

５ 地 方 交 付 税 209,382,522 21.4 101.1 207,155,987 21.8 103.6 2,226,535

６
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

334,839 0.0 96.9 345,643 0.0 96.2 △ 10,804

７
分 担 金 及 び
負 担 金

4,690,991 0.5 106.0 4,424,672 0.5 111.5 266,320

８
使 用 料 及 び
手 数 料

11,516,762 1.2 93.5 12,320,260 1.3 100.8 △ 803,498

９ 国 庫 支 出 金 124,815,697 12.7 109.7 113,788,217 12.0 86.9 11,027,480

10 財 産 収 入 1,989,208 0.2 152.2 1,306,837 0.1 102.1 682,371

11 寄 附 金 160,175 0.0 60.9 263,101 0.0 172.1 △ 102,927

12 繰 入 金 24,229,978 2.5 85.1 28,484,691 3.0 391.2 △ 4,254,712

13 繰 越 金 13,984,023 1.4 91.4 15,301,459 1.6 86.2 △ 1,317,436

14 諸 収 入 50,137,848 5.1 97.1 51,619,020 5.4 104.0 △ 1,481,172

15 県 債 90,718,400 9.3 105.2 86,200,700 9.1 98.2 4,517,700

合 計 979,595,371 100.0 103.2 949,663,846 100.0 103.6 29,931,525

決算見込額 (Ａ) 決算額 (Ｂ)

令和７年度　一般会計決算見込（資料編）
（令和６年度決算との対比）

令　　和　　７　　年　　度 令　　和　　６　　年　　度
区　       分

対前年度比 対前年度比構成比

（単位：千円）

構成比
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【歳　出】

差　引

(Ａ)－(Ｂ)

% % % %

１ 議 会 費 1,199,233 0.1 99.8 1,201,930 0.1 99.6 △ 2,697

２ 総 務 費 63,246,095 6.6 90.1 70,215,980 7.5 130.5 △ 6,969,885

３ 民 生 費 132,658,136 13.8 109.5 121,143,594 12.9 101.3 11,514,542

４ 衛 生 費 42,788,638 4.4 139.6 30,652,774 3.3 73.6 12,135,864

５ 労 働 費 1,743,679 0.2 94.7 1,840,901 0.2 96.9 △ 97,221

６ 農 林 水 産 業 費 44,937,350 4.7 91.5 49,093,345 5.2 104.6 △ 4,155,995

７ 商 工 費 54,750,955 5.7 100.1 54,700,076 5.8 89.9 50,880

８ 土 木 費 112,519,380 11.7 100.4 112,081,579 12.0 103.1 437,802

９ 警 察 費 49,114,102 5.1 94.4 52,012,687 5.6 111.1 △ 2,898,585

10 教 育 費 194,480,768 20.2 102.9 188,990,789 20.2 105.0 5,489,979

11 災 害 復 旧 費 11,893,484 1.2 176.7 6,732,791 0.7 125.9 5,160,693

12 公 債 費 112,406,592 11.7 100.5 111,881,128 12.0 105.0 525,464

13 諸 支 出 金 142,705,792 14.8 105.6 135,132,250 14.4 105.3 7,573,542

合 計 964,444,204 100.0 103.1 935,679,823 100.0 103.8 28,764,381

対前年度比 対前年度比決算見込額 (Ａ) 決算額 (Ｂ)

令和７年度　一般会計決算見込（資料編）
（令和６年度決算との対比）

令　　和　　７　　年　　度 令　　和　　６　　年　　度

構成比 構成比

（単位：千円）

区　       分
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